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指定自動車整備事業者とは

特定整備事業については、「認証基準を満たして
いれば認証しなければならない。」となっている
が、指定整備事業については「設備・技術・管理
組織が揃っていて適切に点検・整備・検査できる
と認められる場合は指定することができる。」と
なっています。
また、指定自動車整備事業者は設備・技術・管理
組織を維持しなければならない。

事業者として法令遵守の徹底 P54



管理組織について(指定整備取扱規程)

この規程は、道路運送車両法(以下｢法｣という)第1
条の目的を達成するために、法第94条の2に基づ
く指定整備事業者として指定整備業務を厳正かつ
確実に実施し、道路運送車両法及び指定自動車整
備事業規則並びにその他関係法令を遵守し公正確
実な整備検査業務を行うために、指定自動車整備

取扱規程を自社において定める。
(第1章総則)

指定自動車整備事業とは



• 自動車検査員の権限

• 事業者印の押印・管理に関すること

• 保安基準適合証綴りの取扱に関すること

• 自動車検査員の証明及び証明印の管理に関すること

• 指定整備事業に関する書面の管理に関すること

• 交付にあたって実施する書面審査に関すること

• 検査用機器の保守管理に関すること

• 承諾書に関すること（電子保適証の場合）

• OSSで使用するID・パスワードに関すること 等

指定自動車整備事業とは

指定整備取扱規程で規定すべき事項



・事業場の設備、事務処理、経営、作業、従業員等の管理監督

・指定整備制度の関係法令の十分な理解及び適正な運用

事業場管理責任者

では、管理組織ってなんでしょう？

指定自動車整備事業とは

・技術水準の向上、作業能力の促進、作業実施の管理等の整
備の技術に関する総括責任者

・事業場の要として事業場管理責任者を補佐

主任技術者

・整備技術の習得、法令の理解、公正な検査の実施

自動車検査員



◎事業者若しくは法人の役員等経営に参
加している者又は当該事業場における経
営等に関する職務と権限を委譲された者

であって、当該事業場の統括責任者を
いい、次の各号の責務を負う。

(｢自動車整備事業の取扱い及び指導の要領について｣より抜粋)

事業場管理責任者とは・・

指定自動車整備事業とは



（１）設備、技術及び管理組織等の維持管理

①現車作業場、完成検査場及び車両置場
の維持管理

②検査、整備用機械器具の維持管理
③事業場の環境保全等
④技術の維持、発展等
⑤自動車工員数(整備士)等従業員の維持

管理等

事業場管理責任者の職務

指定自動車整備事業とは



（２）自動車検査員の選任等

（３）整備作業の管理

（４）検査作業の管理

（５）関係書類の確認

（６）指定整備記録簿の作成と保存

（７）変更届出及び標識の掲示

事業場管理責任者の職務

指定自動車整備事業とは



1 事業計画の決定と執行に関すること

2 事業全般の管理(指定整備の交付業務の
管理を含む)に関すること

3 自動車工・自動車整備士数の把握と維
持並びに従業員の勤務状況

4 従業員に対する関係法令の教育に関する
こと

5 顧客管理・営業状況の把握、業界の現状
の把握

事業場管理責任者の役割

指定自動車整備事業とは



車両法 第94条の５

２ 指定自動車整備事業者は、～略～ 保安
基準適合証の交付に代えて、政令で定めると
ころにより、当該依頼者の承諾を得て、当該
保安基準適合証に記載すべき事項を電磁的方
法により登録情報処理機関に提供することが
できる。

依頼者から承諾を得ることが必要
承諾書は指定整備記録簿などとともに保存

保存していても、記載
やチェック欄が抜けて
いる事例が多いので注
意してください

電子保安基準適合証の注意事項

P１２１～



電子保安基準適合証導入時のＩＤ・パスワー
ドの管理や正しい取扱いはできていますか？

・事業場管理責任者が在勤時においても、検査員（代務者）
のＩＤ・パスワードで交付している。

事業場管理責任者が、検査員のＩＤ・パスワードでログイ
ンしたまま交付しているなど。システムへのログインを正し
くしてください。
・ＩＤ・パスワードの管理ができていない。
ＩＤ・パスワードが机に貼ってあったり、パスワードが１文
字などと管理がずさんな事例があります。

ＩＤ・パスワードは事業者印、検査員印と同じです。印鑑
の保管に気を遣うのと同じようにＩＤ・パスワードの管理も
行ってください。

過去の事例

電子保安基準適合証の注意事項

P１２８



パスワードの管理は適切
ですか？

PCに記憶させることは、

別人に署名させることと
同じです。

個人IDの設定に間違えはないですか？
事業場管理責任者や自動車検査員の権限を再確認

ID・パスワード管理の注意事項

P１２８



保安基準適合証交付時の審査

確認ポイント書面
記録事項により現車と諸元の同一性を確認する。（電子）自動車検査証

申請書の内容について同一性を照合・確認する。継続検査申請書

更新すべき有効期限と重複しているか。自賠責保険証明書

電子保適証の場合、依頼者から同意を得ているか。承諾書

自動車検査証等の記載内容について照合・確認する。記
載もれないか、検査、整備の概要が適切か。

指定整備記録簿

出庫部品等について、その使用が記録簿上に明記されて
いるか、伝票と納品書上の内容と同一か。

部品伝票

外注内容が伝票上に記載されているか確認する。外注伝票

見積内容との整合性はあったか確認する。概算見積書

請求内容が記録簿上の内容と一致しているかを確認する。請求書・納品書等

適合証等に事業者印を押印した直後に、審査した旨を証
する押印行う。

適合証交付台帳

必要に応じて、整備係・検査員により内容を聞き審査す
る。検査員の適正な意見については、これを尊重する。

その他



車検受付時に必ず車検証のICチップを読み込
むよう事業場内で徹底してください。





『OBD検査』、『OBD確認』、『OBD点検』、違いは？
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任意

（実施義務はなし）
検査（車検）制 度定期点検整備

令和６年10月１日
（輸入車は令和７年10月1日）

開始時期令和３年10月１日

令和３年10月1日以降の新型車

（輸入車は令和4年10月1日
以降の新型車）

対象自動車
OBDを搭載する全ての自動車

（年式にかかわらない）

車検時
指定:完成検査時
持込:持込検査時

実施時期12カ月ごと

機構サーバーに接続して合否判定

（自動判定）
方 法

スキャンツールを接続し、
整備が必要な故障コード
があれば整備

認定を受けた 「検査用スキャンツール」スキャンツー
ル

認定は不要

※ わかりやすいように説明を簡略化。
正確には法令を参照のこと

OBD点検 OBD確認OBD検査

OBD検査が必要な自動車
に対し、次の目的で実施

完成検査時以外での
適否の確認

持込検査での省略





OBD検査 OBD確認

P３８



OBD検査の対象車
・令和３年１０月１日以降（輸入車：令和４年１０月１日以降）の新型車で、車検証の

備考欄に「OBD検査対象」と記載された車両が対象。
※ OBD検査の対象となる装置
・ＡＢＳ、横滑り防止装置（ESC/EVSC）、自動ブレーキ（AEB/AEBS）、
ブレーキアシストシステム（BAS）、車両接近通報装置、排ガス装置 など。

（保安基準 細目告示 別添124 継続検査等に用いる車載式故障診断装置の技術基準に規定）

ＯＢＤ検査は令和６年１０月（輸入車：令和７年１０月）より実施

電子車検証券面備考欄
・「OBD検査対象」のみ記載

電子車検証ICタグ内
・「OBD検査対象車」及び

「OBD検査開始年月日」を記録

OBD検査の対象車について



OBD点検とOBD検査の違い
ＯＢＤ点検の対象車

・車載式故障診断装置（ＯＢＤ）の種類（ISO／J-OBDⅠ/Ⅱ／メーカー独自など）
や年式に関係なくＯＢＤを備えている自動車が対象。
（大型特殊、被牽引自動車、二輪を除く）

ＯＢＤ点検は令和３年１０月より実施

ＯＢＤ検査の対象車

・令和３年１０月１日以降（輸入車：令和４年１０月１日以降）の新型車の型式指
定自動車・多仕様自動車が対象。

※ OBD検査の対象となる装置
・ＡＢＳ、衝突被害軽減制動制御装置、排ガス装置など
（保安基準 細目告示 別添124 継続検査等に用いる車載式故障診断装置の

技術基準に規定）

ＯＢＤ検査は令和６年１０月（輸入車：令和７年１０月）より実施

ＯＢＤ点検とＯＢＤ検査の対象車はイコールではないことに注意



OBD検査システムについて



OBD検査システムのID等の管理において遵守すべき事項

自動車特定整備事業者及び指定自動車整備事業者における
OBD検査システムのID及びパスワードの管理に係る

遵守事項及び留意事項

OBD検査システムの利用にあたって取得・設定したID等につ
いて、機構の定める利用規約に従って適切に管理すること。

以下に掲げるID等の不正使用又はその幇助を行った場合、
行政処分の対象となるとともに機構が当該ID等の効力を停
止する可能性があることに留意されたい。

① 検査員又は工員が他者のID等を使用してOBD検査又は
OBD確認を実施した場合（なりすまし）

② 事業場が取得・設定したID等を、事業場以外の者へ
貸し渡し、使用させた場合（ID等の不正使用の幇助）



OBD検査システムの不正使用について

未認証工場等によるOBD
検査システムの不正使用
に関する罰則についての
ポスター
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OBD検査用サーバーに接続できない場合の特例措置





適正な事業運営に向けて

コンプライアンスの強化

コンプライアンスとは･･･

法令遵守

社内規程・マニュアル

企業倫理

社会貢献

大切なのは自発的な取り組み



まずは法令遵守体制の強化
<違反内容>

殆どが検査員の知識不足、管理体制の不備による

< 原 因 >
･ 工員の減少による検査員への業務負担の増大
･ 他の事業を本業とする場合、経営トップが指定
整備運営に関与せず、現場任せとなっている

・工員等のレベルアップを行っていない
等

法令遵守体制の確立が必要！

適正な事業運営に向けて



事業者による対応策

◎ 法令遵守の再徹底

→ 整備担当者レベルの理解だけでは不十分

→ 営業部門、管理組織を含めた全員の意識向上が必要

→ 経営陣の認識があって初めて徹底される

◎ 対応策の例

☆ 社内講習会・勉強会の開催
☆ 冊子の作成・配布
☆ 振興会及び本社による営業店への監査等

適正な事業運営に向けて

P１５６～



指定整備記録簿の確認ポイント



イ
ロ
ハ

指定自動車整備事業者の遵守事項（抜粋）

・ロ又ハの点検については、同点検を実施する必要がある
場合には、予め依頼者に対し必要となる点検の内容及び
料金について十分説明して依頼者の了解を得るものとする。

P９１





自動車検査証との記載内容の照合







自賠責保険の加入ミス

・保険の加入忘れ。

・保険期間が車検の有効
期間と重複していない。



走行距離確認忘れ

車検更新後は
走行距離及び
指定番号を確
認すること！



京都○○自動車株式会社
京都○○自動車株式会社本社店

京都市伏見区竹田向代町51－５

８ ８ １

整 い 次 郎

京都 590 さ 5037

ABC－00323556

京 都 太 郎

京都市中京区○○5－13

５

乗 用 1555

6  7  20 10 8  20

近指京第3000号

113-123456     ○○○ 使

135-006543     △△△ 使

236

神風 一朗

150

走行距離記録簿と照合

更新した後の検査有効期間と自賠責
保険の保険期間が重複しているか

特例扱いの場合記入

８ ８ １令和

令和

京都〇
〇自動
車株式
会社

P１２１～



適合証の記載例



適合証の記載例（○中）

予備検査の場合は
所有者の氏名・名称及び住所



保安基準適合証等の交付範囲（中古車）

注意

① 乗車定員１１人以上の普通自動車
及び小型自動車

② 専ら幼児の運送を目的とする
普通自動車及び小型自動車

③ 三輪の小型自動車
④ 広告宣伝用自動車その他特種の用途

に供する普通自動車及び小型自動車
⑤ 大型特殊自動車

次の自動車は現車提示を省略できません。

〔道路運送車両法第７条第３項第3号、道路運送車両法施行規則第２条の３関係〕
P１２３



保安基準適合証等の交付範囲 別紙

※現車の提示を省略できない自動車の場合、

紙の保安基準適合証を交付してください。
電子保安基準適合証では処理できません。

一時抹消登録を受けた自動車について

P１２６



自動車検査証有効期間
２年

旧検査証有効期間日
令和６年４月１０日

完成検査年月日
令和８年４月１日

４月１０日 ４月１２日 ４月１５日

完
成
検
査
日

検
査
証
有
効
期
間
日

旧
保
険
の
満
了
日

保
安
基
準
適
合
証
の

最
終
有
効
日

旧保険
６年４月１２日～
８年４月１２日

新保険
８年４月１２日～
１０年４月１２日

４月１日

P１３０



オプションパーツの例

新規検査時におけるオプションパーツの取扱いの変更について

≪オプション取付け≫
完成検査時と相違のため現車提示が必

要

機構が保安基準適合性を審査

完成検査 完成検査証
車検証

＋

車両

自動車メーカー 自動車ディーラー 運輸支局（新規登録） 新規登録後

≪オプション取付≫

一定範囲内の寸法の増加等の
改造の場合は機構への現車提
示が不要
（日米協議を踏まえ平成７年に措
置）

 従前、新規登録前にオプションパーツを取付けた場合、自動車技術総合機構（機構）に現車提示が必要。

 このため、自動車ディーラー等は、ユーザーとの販売契約が終了しても、新規登録が終了するまでオプションパー

ツの取付け作業に着手できない。

 整備士不足等を背景に、計画的な作業を実施したいとの自動車ディーラー等の要望を踏まえ、一定の範囲内のオプ

ションパーツの取付けであれば、機構への現車提示を不要とする（令和８年１月施行）。

＜今回措置＞
一定範囲内の寸法の増加等のオプショ
ンパーツの取付けであれば、機構への
現車提示を不要とする

完成検査証 ナンバープレート

〔エアロパーツ
類〕

〔バイザー類〕

〔ルーフ・ラッ
ク類〕

〔泥よけ類〕

完検証・保適を有効とし現車審査不
要

２



オプションパーツ例

認める例 （以下に該当するもの） 認めない例 （以下に該当するもの）

（２）オプションパーツとして国の指定を受けていない部品
の中で、以下全ての条件を満たすもの
① 保安基準に抵触しないもの
② 車両の全長±３ｃｍ・全幅±２ｃｍ・全高±４ｃｍの
範囲に収まるもの
③ 車両の重量±100kg（普通・大型特殊）又は±50kg（小
型・軽）の範囲に収まるもの

（１） オプションパーツとして国の指定を受けている部品 左欄 （１）及び（２）以外の部品

・騒音・排ガス規制に
影響

・指定外部品で長さ幅
など
が一定の範囲を超え

る
・保安基準に抵触
（突起物）

・保安基準に抵触
（視野遮へい）

【例】 【例】

３





自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について

・３台以上※のペーパー車検の実施

・５台以上の不正改造状態車両に対して車検手続き
を行った場合

・５台以上の不正改造を実施した場合

・３台以上※のペーパー車検を要求、依頼若しく
は唆し又は幇助した場合場合

・５台以上の不正改造状態での車検手続きを依頼し
た場合

認証取り消し

※令和７年６月３０日以降に行われた違反行為に適用



・ペーパー車検の実施

・不正改造状態で５台以上に適合証を交付した場合

・５台以上の自動車に不正改造を実施（要求、依頼
若しくは唆し又は幇助した場合を含む。）した場合

指定取り消し

自動車整備事業者に対する行政処分等の基準について



行政処分等の基準の改正について

事業者による組織的悪質性が認められる場合※に、

※令和７年６月３０日以降に行われた違反行為に適用

・全ての事業場に対して事業の停止※

・全ての事業場の認証の取消し※

・全ての事業場の保安基準適合証等の交付の停止※

・全ての事業場の指定の取消し※



最近の近畿管内指定整備事業者処分事例



最近の指定整備事業者処分事例



道路運送車両法第９４条の７（罰則の適用）

自動車検査員その他第94条の5第1項及び第94条の5

の2第1項の証明その他の保安基準適合証、保安基準

適合標章及び限定保安基準適合証の交付の業務に従

事する指定自動車整備事業者並びにその役員及び職

員は、刑法その他の罰則の適用については、法令に

より公務に従事する職員とみなす。



不正改造とは

• 自動車は保安基準に適合するものでなければ、運行
の用に供してはいけません。

（道路運送車両法第40条～第42条、道路運送車両の保安基準※）

• 自動車又はその部分の改造、装置の取り付け又は取
り外しその他これらに類似する行為によって、保安基
準に適合しないものを言います。

（道路運送車両法第99条の2）

自動車を運行する場合の大原則

不正改造とは

※道路運送車両の保安基準（国土交通省HPに掲載）
http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_fr7_000007.html



不正改造を行うとどうなる？

不正改造車の使用者 不正改造を実施した者

整備命令（保安基準に適合させ
るために必要な整備を行うべき旨

の命令）の発令
（道路運送車両法第54条の2）

６ヵ月以下の懲役又は30

万円以下の罰金
（道路運送車両法第108条）

整備命令違反（必要な整備を
行わなかった場合）は、50万円
以下の罰金
（道路運送車両法第109条）

不正改造は犯罪です！不正改造車の使用者だけでなく、
不正改造を実施した者に対しても刑罰が科せられます。





対象自動車の範囲について

ハ

指定書から…

指定標識から…



対象自動車の範囲等対象自動車の種類

普通自動車で、

車両総重量 ８トン以上 の車両

最大積載量 ５トン以上 の車両

乗車定員 ３０人以上 の車両

普通自動車

（大型）
イ

普通自動車で、

車両総重量 ８トン未満 の車両

最大積載量 ２トンを超え５トン未満 の車両

乗車定員 １１人以上２９人まで の車両

普通自動車

（中型）
ロ

普通自動車で、

最大積載量 ２トンまで の車両

乗車定員 １０人まで の車両

普通自動車（大型）（中型）以外の特種用途自動車

キャンピング車、消防車、教習車（８ナンバー）

普通自動車

（小型）ハ

普通自動車で、

乗車定員 １０人以下 の乗用車

普通自動車

（乗用）
ワ

小型四輪自動車ト

対象自動車の範囲について
※指定と認証の対象自動車の範囲が異なる場合があるので注意





令和６年９月３０日
「大型車の車輪脱落事故防止に係る令和６年度
緊急対策の実施について」の通達を発出

大型車の車輪脱落事故防止について

事故車両調査により確認された各部品の劣化・損傷事例

適切な点検・整備の実施をお願いします



大型車のタイヤ脱着時のホイール・ナットの点検・整備の注意喚起



自動車検査証電子化の概要

現

行

電
子
化
後

ユーザー 車検証送付

車検依頼

車検完了

整備事業者等

運輸支局
等

OSS申請

新旧車検証の交換

運輸支局等への来訪必要

ユーザー

整備事業者等

運輸支局
等

カード情報読取

現

行

電
子
化
後

ＩＣチップの記録を実施可能とするための国からの委託制度の創設

１．自動車検査証のＩＣカード化 ２．ＩＣチップの記録事務の委託

【
表
面(

イ
メ
ー
ジ)

】

【
裏
面(

イ
メ
ー
ジ)

】

ピッ
ＩＣﾁｯﾌﾟの記録

OSS申請

更新可能通知

審査 MOTAS更新

車検証発行

（保安基準適合性等）

検査標章発行

検査標章受領

印刷可能通知

検査標章の印刷

審査 MOTAS更新

（保安基準適合性等）

運輸支局等への来訪不要

車検依頼

車検完了

・ ＩＣﾁｯﾌﾟの空き容量の民間
等による利活用の検討

○ 継続検査等のＯＳＳ申請※を行ってもなお残る自動車検査証の受取りのための来訪を不要とするため、整備事業者
等のＯＳＳ手続代行者において自動車検査証情報を更新できるよう、以下①、②を内容とする道路運送車両法の関係
規定が改正（「道路運送車両法の一部を改正する法律」令和元年５月２４日公布）されたところ。
①自動車検査証をＩＣカード化すること（現行の自動車検査証情報はＩＣチップに記録）
②国からの事務の委託制度を創設すること

○ 令和５年（2023年）１月からの導入を想定し、準備を進めている。 ※ＯＳＳ（ワンストップサービス）による申請



記録事務代行ポータルの開設について
URL：https://www.kirokujimu-
portal.mlit.go.jp/#/



自動車点検整備推進運動



終わり

長時間の視聴お疲れ様でした。


